














要   約:移譲される母子保健事業の業務量そのものは必ずしも過大なものではない反面、

小規模町村を中心に、事業に必要な専門職の確保が課題となっている。また、新たな保健

サービスを主体的に提供していけるだけの環境が十分でないところも少なくなく、引き続

き、保健所や県に事業の実施にあたっての支援を求める声もあるが、現時点では、県の保

健所再編計画が未定であることから、具体的支援策を策定するに至っていない。


